1、 小問１前段について
　１、（１）の主張の意味について

（1） 　本件Ｙは、Ｘとの間での売買契約の成立を認めつつ、全体として契約の無効を主張している。このため、この主張は理由付否認にあたるとも思える。しかし、理由付否認にあたるためには、部分的に自白（定義。179条）が成立する必要があるところ、本件Ｙの陳述は、売買契約の成立という法律概念に関するものであり、権利自白にあたる。にもかかわらず、Ｙに自白が成立するか。権利自白が「自白」にあたるかが問題となる。

（2） 　（権利自白は、日常的な法律概念を用いたときのみ、不要証効が生じるだけ。審判排除効は生ぜず、自白にはあたらない説）。（あてはめ→日常的法律概念なので、不要証効のみ生じるも、自白ではない）。

（3） 　よって、本主張は理由付否認ではなく、権利自白を含む特殊な否認という意味となる。

　２、（２）の主張の意味について

（1） と矛盾することを陳述しており、（１）の権利自白の撤回という意味である。

2、 小問１後段について
1、 　このように、（２）の主張は権利自白の撤回という意味がある。では、かかる権利自白の撤回は認められるか。不要証効のある権利自白の撤回が認められるかが問題となる。
2、 　この点、権利自白は「自白」にあたらないことからすると、「自白」の効果である不可撤回効も生じないとも思える。

　　　　しかし、これでは不要証効が生じたことによる相手方の利益を奪うことになって妥当でないし、信義則（2条。具体的には禁反言）に反する。とすれば、不可撤回効は不要証効の生じる権利自白にも生じるというべきである。

　　　　もっとも、この不可撤回効も絶対的なものではなく、（撤回3要件論）。

　　　　本件では要件を充たす例外的事情はないので、撤回はできない。

3、 小問２について

1、 Ｙの前訴での主張と、ＹがＺを代表してした後訴での主張とは矛盾するものであるから、信義則違反で排斥すべきとも思える。しかし、ＺはＹとは独立の人格を有する法人であり、このように信義側違反とすることは許されないのではないか。

2、 排斥は許されない。理由は、

1 　Ｙの陳述が真実とは限らない。だから訴え取下げの必然性もない。

2 　真実だとしても、Ｙの前訴での主張を理由に後訴でのＺの主張を封じるのは自己責任の原則に反する。
3 　Ｘが後訴を取り下げても、前訴につき再訴に及ぶことは禁じられておらず、その再訴ではＹの矛盾する陳述がなされた場合に信義則を根拠に排斥すればよい。

3、 Ｘが後訴を取り下げないのであれば、Ｚの主張の真偽を審理し、判決すべき。
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